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(57)【要約】
【課題】同一記録媒体上で異なる光沢を有する画像を形
成し、特にプリントオンデマンド（ＰＯＤ）分野に対応
可能な超高速プリントシステムで、同一記録媒体上で部
分的に写真光沢に近い高光沢となる部分を形成し得る画
像形成方法及び画像形成装置を提供すること。
【解決手段】１種以上の有彩色トナーと、透明トナーと
、キャリアと、を用いてトナー画像を現像する二成分現
像工程を備え、前記二成分現像工程は、線速３００～２
０００ｍｍ／ｓｅｃであり、前記透明トナーは、熱可塑
性樹脂（Ａ）及び滑剤を含有し、損失弾性率（Ｇ”）／
貯蔵弾性率（Ｇ’）＝正接損失（ｔａｎδ）で表される
正接損失が８０～１６０℃に最大ピークを有し、かつ正
接損失の最大ピーク値が３以上であることを特徴とする
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１種以上の有彩色トナーと、透明トナーと、キャリアと、を用いてトナー画像を現像す
る二成分現像工程を備え、
　前記二成分現像工程は、線速３００～２０００ｍｍ／ｓｅｃであり、
　前記透明トナーは、熱可塑性樹脂（Ａ）及び滑剤を含有し、損失弾性率（Ｇ”）／貯蔵
弾性率（Ｇ’）＝正接損失（ｔａｎδ）で表される正接損失が８０～１６０℃に最大ピー
クを有し、かつ正接損失の最大ピーク値が３以上であることを特徴とする画像形成方法。
【請求項２】
　前記二成分現像工程は、２本以上のマグネットロールを用いて現像することを特徴とす
る請求項１に記載の画像形成方法。
【請求項３】
　前記透明トナーは、さらに結晶性のポリエステル樹脂（Ｂ）を含有することを特徴とす
る請求項１または２に記載の画像形成方法。
【請求項４】
　前記透明トナーは、当該透明トナーの粒子内部に脂肪酸アマイド系滑剤を含有すること
を特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項５】
　像担持体上の静電潜像を形成する静電潜像現像工程と、
　前記静電潜像を現像してトナー画像を形成する現像工程と、
　前記トナー画像を直接または中間転写体を介して記録媒体上に転写する転写工程と、
　当該転写されたトナー画像を記録媒体に定着させる定着工程と、を備える画像形成方法
であって、
　前記現像工程は、前記二成分現像工程であり、
　該二成分現像工程は、第一の現像ステップと、第二の現像ステップと、を有し、
　前記定着工程は、第一の定着ステップと、第二の定着ステップと、を有し、
〔第一の画像形成サイクル〕前記第一の現像ステップにより、前記１種以上の有彩色トナ
ーと、前記透明トナーと、を用いて第一の有彩色トナー画像と、透明トナー画像と、を形
成し、
次いで、前記第一の定着ステップにより、前記第一の有彩色トナー画像及び前記透明トナ
ー画像を記録媒体に定着し、
〔第二の画像形成サイクル〕当該第一の有彩色トナー画像及び透明トナー画像が定着され
た記録媒体上に、前記第二の現像ステップにより、前記１種以上の有彩色トナーを用いて
第二の有彩色トナー画像を形成し、
次いで、前記第二の定着ステップにより、前記第二の有彩色トナー画像を記録媒体に定着
し、
　同一記録媒体上で光沢度が異なる画像を形成することを特徴とする請求項１乃至４のい
ずれかに記載の画像形成方法。
【請求項６】
　前記第一の画像形成サイクルにおいて形成された前記透明トナー画像は、定着後の厚さ
が１～１５μｍであることを特徴とする請求項５に記載の画像形成方法。
【請求項７】
　前記第二の画像形成サイクルは、前記記録媒体のレジスト位置ずれを検知し、データ書
き込み位置を調整することを特徴とする請求項５又は６に記載の画像形成方法。
【請求項８】
　前記転写工程は、第一の転写ステップと、第二の転写ステップと、を有し、
　前記第一の画像形成サイクルは、第一の転写ステップにより、前記第一の有彩色トナー
画像、前記透明トナー画像の順に記録媒体に転写し、
　前記第二の画像形成サイクルは、第二の転写ステップにより、前記第二の有彩色トナー
画像を転写することを特徴とする請求項５乃至７いずれかに記載の画像形成方法。
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【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれかに記載の画像形成方法により画像を形成することを特徴とす
る画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、像担持体表面に形成された静電潜像を有彩色トナー及び透明トナーにより可
視像化する画像形成方法及び画像形成装置に関し、特に、電子写真方式を活かしたプリン
トオンデマンド（ＰＯＤ）分野に対応可能な超高速プリントシステムに好適な画像形成方
法及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーザープリンター、乾式静電複写機等の画像形成装置に用いられる電子写真法は、光
導電性層などの像担持体表面を一様に帯電させ、次いでその像担持体表面を露光し、露光
された部分の電荷を消散させることにより電気的な（静電的な）潜像を形成し、更に該潜
像にトナーと呼ばれる電荷を持った微粉末等を付着させることによって可視化し、得られ
た可視像を転写紙等の記録媒体に転写した後、加熱、加圧などにより永久定着させると共
に、転写できずに像担持体表面に残った微粉末等を清掃する工程からなる。
【０００３】
　近年の画像形成装置では、トナー定着時の省エネルギー化の要求や高速で処理できる画
像形成装置の要求が高まっており、トナー自体に低温で溶融する特性が求められている。
【０００４】
　また高画質化の要求も大きく、写真画像等の高品位な画像形成の要求に対しては記録用
紙等の記録媒体表面に光沢性を付与することによって、鮮明な高光沢画像を提供できるこ
とが知られている。
　これらは例えば有彩色トナーのない非画像部に透明トナーを配置することにより、露光
された記録媒体上の有彩色トナーのある部分と未露光の有彩色トナーのない部分との光沢
差をなくしたり、記録媒体上の全面に透明トナーを配置したりする方法などが用いられて
いる。（特許文献１、特許文献２及び特許文献３参照。）
　また有彩色トナーと透明トナーとからなる可視像が形成された記録媒体を、定着装置を
用いて加熱溶融し、冷却剥離することで記録媒体全面に高光沢な画像を形成する装置が開
示されている。（特許文献４参照。）
　これらの方法によれば記録媒体全面で光沢差をなくし均一な光沢を提供可能である。
【０００５】
　一方、印刷分野においては、記録媒体の光沢を制御するためには、ＵＶニス印刷、ニス
引き、ＰＰ貼り加工などが一般に行われ、ある特定の部分を高光沢とするいわゆるスポッ
トニスが行われる。スポット印刷は、通常のカラー印刷の後に部分的に高光沢とするため
の版を作成し、ＵＶニス等を用いてスポット印刷することが行われている。この方法によ
ると、スポットニスを施した部分は写真のように高光沢を得ることができ、スポットニス
を施さない部分は低い光沢になり、画像上の光沢差が大きく通常の印刷と比べ差別化が図
れるものである。
　しかしながら、オフセット印刷でこれを行うためには専用の版を用意する必要があり、
また可変データには対応できないため、一定以上の印刷ロット枚数が必要になる。
【０００６】
　それに対して、レーザープリンター、乾式静電複写機等の画像形成装置に用いられる電
子写真法、特に電子写真方式を活かしたプリントオンデマンド（ＰＯＤ）分野に対応可能
な超高速プリントシステムで本性能を実現できれば、印刷用の版が不要となり可変データ
にも対応でき、且つ、オフセット印刷と比べ、生産性の低下が防止できる。
【０００７】
　電子写真方式で同一記録媒体上に異なる光沢を形成する方法としては、トナーに用いる
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樹脂の数平均分子量により光沢性を制御する方法（特許文献５参照。）や、有彩色トナー
を定着した（第一の画像形成）後、透明トナー像を形成し（第二の画像形成）、定着温度
を下げて光沢を下げる方法（特許文献６参照。）が提案され、更には１回目には光沢範囲
を印字、定着し、２回目に非光沢範囲を印字、定着する方法が開示（特許文献７参照。）
されている。これらの方法によれば同一記録媒体上で異なる光沢を得ることは可能である
。しかしながら、スポットニスで行われているような写真光沢に近いスポット高光沢は未
だ実現できていない。
【０００８】
　上述のように透明トナーを用いて記録媒体上の光沢性を制御する方法は種々提案されて
いる。
　例えば、特許文献５には、透明トナーに数平均分子量が約３５００のポリエステル樹脂
を用い、有彩色トナーに数平均分子量が約１００００のポリエステル樹脂を用い、透明ト
ナーの融点が、有彩色トナーよりも低いことにより平滑性が上がり、透明トナーの部分の
光沢度が、部分的に高くなったものであることが開示されている。
　しかしながら、透明トナーは画像の最上層に形成され定着機に直接接触することから、
有彩色トナーよりも高い耐ホットオフセット性が求められると共に、有彩色トナー画像の
上に透明トナーが形成されるため、トナー層が厚くなり、有彩色トナーは高いコールドオ
フセット性を有しないと、低融点透明トナーと高融点有彩色トナーとの組合せでは、安定
性に欠けるものとなる。
【０００９】
　一方、高い耐ホットオフセット性をトナーに持たせる場合、使用される樹脂は架橋モノ
マーを導入し分子量分布を広くすることで、ホットオフセットを防止することが一般的に
行われる。
　しかしながら、架橋モノマーを導入した場合、特にプリントオンデマンド（ＰＯＤ）分
野に対応可能な超高速プリントシステムでは、ホットオフセットは防止可能であるが、弾
性成分の影響で流動性が発現せず、トナー表面の平滑性が損なわれ、光沢が低下し、コー
ルドオフセットが発生してしまうという問題があった。
【００１０】
　さらに特許文献６に記載される方法は、第二の画像形成時の定着ニップ内でのトナーの
到達溶融粘度を第一の画像形成時の定着ニップ内よりも大きく設定しているので、第二の
画像形成時に作成される透明トナー像は充分に溶融しないため、光沢を下げることになる
。
　また特許文献７に記載される画像形成方法では、透明トナーの樹脂はスチレン－アクリ
ル系共重合体、ポリエステル樹脂等の熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂が使用できる旨開示さ
れているが、具体的に光沢を出すためのトナーの構成は開示されていない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、以上の従来技術における問題に鑑みてなされたものであり、同一記録媒体上
で異なる光沢を有する画像を形成し、特にプリントオンデマンド（ＰＯＤ）分野に対応可
能な超高速プリントシステムで、同一記録媒体上で部分的に写真光沢に近い高光沢となる
部分を形成し得る画像形成方法及び画像形成装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するために本発明に係る画像形成方法及び画像形成装置は、具体的には
下記（１）～（９）に記載の技術的特徴を有する。
【００１３】
（１）：１種以上の有彩色トナーと、透明トナーと、キャリアと、を用いてトナー画像を
現像する二成分現像工程を備え、前記二成分現像工程は、線速３００～２０００ｍｍ／ｓ
ｅｃであり、前記透明トナーは、熱可塑性樹脂（Ａ）及び滑剤を含有し、損失弾性率（Ｇ
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”）／貯蔵弾性率（Ｇ’）＝正接損失（ｔａｎδ）で表される正接損失が８０～１６０℃
に最大ピークを有し、かつ正接損失の最大ピーク値が３以上であることを特徴とする画像
形成方法である。
【００１４】
（２）：前記二成分現像工程は、２本以上のマグネットロールを用いて現像することを特
徴とする上記（１）に記載の画像形成方法である。
【００１５】
（３）：前記透明トナーは、さらに結晶性のポリエステル樹脂（Ｂ）を含有することを特
徴とする上記（１）または（２）に記載の画像形成方法である。
【００１６】
（４）：前記透明トナーは、当該透明トナーの粒子内部に脂肪酸アマイド系滑剤を含有す
ることを特徴とする上記（１）乃至（３）のいずれかに記載の画像形成方法である。
【００１７】
（５）：像担持体上の静電潜像を形成する静電潜像現像工程と、前記静電潜像を現像して
トナー画像を形成する現像工程と、前記トナー画像を直接または中間転写体を介して記録
媒体上に転写する転写工程と、当該転写されたトナー画像を記録媒体に定着させる定着工
程と、を備える画像形成方法であって、前記現像工程は、前記二成分現像工程であり、該
二成分現像工程は、第一の現像ステップと、第二の現像ステップと、を有し、前記定着工
程は、第一の定着ステップと、第二の定着ステップと、を有し、〔第一の画像形成サイク
ル〕前記第一の現像ステップにより、前記１種以上の有彩色トナーと、前記透明トナーと
、を用いて第一の有彩色トナー画像と、透明トナー画像と、を形成し、次いで、前記第一
の定着ステップにより、前記第一の有彩色トナー画像及び前記透明トナー画像を記録媒体
に定着し、〔第二の画像形成サイクル〕当該第一の有彩色トナー画像及び透明トナー画像
が定着された記録媒体上に、前記第二の現像ステップにより、前記１種以上の有彩色トナ
ーを用いて第二の有彩色トナー画像を形成し、次いで、前記第二の定着ステップにより、
前記第二の有彩色トナー画像を記録媒体に定着し、同一記録媒体上で光沢度が異なる画像
を形成することを特徴とする上記（１）乃至（４）のいずれかに記載の画像形成方法であ
る。
【００１８】
（６）：前記第一の画像形成サイクルにおいて形成された前記透明トナー画像は、定着後
の厚さが１～１５μｍであることを特徴とする上記（５）に記載の画像形成方法である。
【００１９】
（７）：前記第二の画像形成サイクルは、前記記録媒体のレジスト位置ずれを検知し、デ
ータ書き込み位置を調整することを特徴とする上記（５）又は（６）に記載の画像形成方
法である。
【００２０】
（８）：前記転写工程は、第一の転写ステップと、第二の転写ステップと、を有し、前記
第一の画像形成サイクルは、第一の転写ステップにより、前記第一の有彩色トナー画像、
前記透明トナー画像の順に記録媒体に転写し、前記第二の画像形成サイクルは、第二の転
写ステップにより、前記第二の有彩色トナー画像を転写することを特徴とする上記（５）
乃至（７）いずれかに記載の画像形成方法である。
【００２１】
（９）：上記（１）乃至（８）のいずれかに記載の画像形成方法により画像を形成するこ
とを特徴とする画像形成装置である。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、同一記録媒体上で異なる光沢を有する画像を形成し、特にプリントオ
ンデマンド（ＰＯＤ）分野に対応可能な超高速プリントシステムで、同一記録媒体上で部
分的に写真光沢に近い高光沢となる部分を形成し得る画像形成方法及び画像形成装置を提
供することができる。
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【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】８０～１６０℃に損失正接のピークがあるトナーの粘弾性の例を示すグラフであ
る。
【図２】紙の上に直にトナーを定着させた様子を示した模式図である。
【図３】有彩色トナーの上に透明トナーを定着させたが、表面が滑らかにならず、高光沢
が得られていない様子を示した模式図である。
【図４】有彩色トナーの上に正接損失（ｔａｎδ）のピークが３以上の透明トナーを定着
させ、表面が平滑になるために高光沢が得られている様子を示した模式図である。
【図５】本発明に係る画像形成方法を実施するための画像形成装置Ａの形態を示す正面図
である。
【図６】本発明に係る画像形成方法を実施するための画像形成装置Ｂの形態を示す正面図
である。
【図７】キャリア体積固有抵抗を測定する際に用いられるセルの構成を示す概略斜視図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明に係る画像形成方法は、１種以上の有彩色トナーと、透明トナーと、キャリアと
、を用いてトナー画像を現像する二成分現像工程を備え、前記二成分現像工程は、線速３
００～２０００ｍｍ／ｓｅｃであり、前記透明トナーは、熱可塑性樹脂（Ａ）及び滑剤を
含有し、損失弾性率（Ｇ”）／貯蔵弾性率（Ｇ’）＝正接損失（ｔａｎδ）で表される正
接損失が８０～１６０℃に最大ピークを有し、かつ正接損失の最大ピーク値が３以上であ
ることを特徴とする。
【００２５】
　次に、本発明に係る画像形成方法及び画像形成装置についてさらに詳細に説明する。
　尚、以下に述べる実施の形態は、本発明の好適な実施の形態であるから技術的に好まし
い種々の限定が付されているが、本発明の範囲は以下の説明において本発明を限定する旨
の記載がない限り、これらの態様に限られるものではない。
【００２６】
＜透明トナー＞
　本発明における透明トナーは、粘弾性測定において損失弾性率（Ｇ”）／貯蔵弾性率（
Ｇ’）＝正接損失（ｔａｎδ）で表される正接損失が８０～１６０℃に最大ピークを有し
ており、正接損失の最大ピーク値が３以上である熱可塑性樹脂（Ａ）が好ましい。
　また、透明トナーを構成する熱可塑性樹脂（Ａ）（以下、結着樹脂、あるいは単に樹脂
とも称する。）としては、ポリエステル樹脂が好ましい。
　低温で定着し、かつ、高い光沢性を確保するためには、比較的低い温度から急激に貯蔵
弾性が低くなる特性をトナーに持たせる必要がある。定着時のトナーの貯蔵弾性率（Ｇ’
）を低くすることができれば、表面平滑度の低い記録紙や有彩色トナーの微小凹凸に溶融
したトナーが入り込みやすく、また、粘弾性の中で相対的に可塑成分が高くなり、加圧定
着後にトナー粒の形状が復元しにくくなる。そのため、延展性に優れ、トナー層表面の平
滑度が高くなり、高い光沢度を得ることが可能となる。
【００２７】
　その一方で、耐ホットオフセットの観点から貯蔵弾性率（Ｇ’）はある粘度になってか
らは低下の傾きは緩やかになりその粘度を維持することが重要であり、さらに損失弾性率
（Ｇ”）は貯蔵弾性率（Ｇ’）のような急激な低下を起こさない必要がある。
【００２８】
　このように貯蔵弾性率（Ｇ’）がある温度から急激に低下しつつ、ある温度域で低下の
傾きは緩やかにならないと、図１に示すような、正接損失のピークは発現しない。
【００２９】
　このようなＧ“、Ｇ’及びｔａｎδの関係を持つトナーのみが正接損失のピークを持つ
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が、その最大ピークの温度は８０～１６０℃に発現することが好ましい。
　正接損失の最大ピーク温度が８０℃未満であると保管環境で貯蔵弾性率（Ｇ’）が低下
しトナーとしての保存性が悪くなってしまい、保管環境でトナーが凝集してしまう。特に
、プリントオンデマンド（ＰＯＤ）分野に対応可能な超高速プリントシステムでは、現像
機内での撹拌ストレスにより、キャリアへのトナースペントにより帯電量低下が発生し、
トナー飛散等の不具合が発生する。さらに、高温での粘弾性が低くなりすぎ、耐ホットオ
フセット性が損なわれてしまう。
　最大ピークの温度が１６０℃を超えると低温で定着する目的が損なわれてしまう。
【００３０】
　また、正接損失の最大値が小さいと、損失弾性率（Ｇ”）と比較して貯蔵弾性率（Ｇ’
）が低下せず、好ましい低温定着性と耐ホットオフセット性、高光沢を同時に達成させる
ことができなくなる。特に、透明トナーにて記録媒体上に光沢を付与する場合には、以下
の理由により、正接損失が３以上であることが重要となる。
【００３１】
　トナー層表面の光沢性を高めるためには、トナー層の最表面をできるだけ滑らかにする
必要がある。そのためには、前述のように、貯蔵弾性率（Ｇ’）を低下させ、最表面を形
成するトナー層の延展性を高めることが重要であるが、加えて、最表面を形成するトナー
層と、そのトナー層を保持する面との相性も重要な要素となる。
【００３２】
　図２は、紙（記録媒体）１の上に直にトナーを定着させトナー層３を形成した様子を示
した模式図である。
　有彩色トナーによる画像形成の場合、トナー層３は紙（記録媒体）１上に形成される。
その場合、トナーの貯蔵弾性率（Ｇ’）の割合が比較的高くても、（トナー定着に一般的
に用いられている）加圧定着の際に、紙１の可塑性がクッションとなってトナーの弾性を
吸収したり、平滑面を形成する上で余剰分となった溶融トナーが紙を構成しているセルロ
ースの繊維２中に染み入ったりするので、最表面を滑らかな状態にすることができる。（
図２参照。）
【００３３】
　しかし、有彩色トナー画像に対する光沢付与を目的として透明トナーを使用する場合、
透明トナー層５は有彩色トナーによって形成された樹脂面（有彩色トナー層４）上に形成
することになる。
　図３は、有彩色トナー層４の上に透明トナー層５を定着させたが、表面が滑らかになら
ず、高光沢が得られていない様子を示した模式図である。
　すると、紙１上に直に画像を形成した場合と異なり、有彩色トナー層４が紙１との間の
壁となり、透明トナーの弾性が吸収されにくくなったり、平滑面を形成する上で余分とな
った溶融トナーがセルロースの繊維２中へ逃げにくくなくなったりする。（図３参照。）
【００３４】
　つまり、透明トナーは有彩色トナーのみを用いた画像形成よりも高光沢化に対してより
シビアな条件下で用いられる場合があり、その場合、貯蔵弾性率（Ｇ’）の割合が高いと
、加圧定着を行なっても、透明トナー自身の弾性による“戻り”のために透明トナー層表
面に微小な凹凸やうねりが発生し、滑らかさが損なわれ、高光沢が得られにくくなる。
【００３５】
　この現象に対し、本発明者らは鋭意研究を重ねた。その結果、有彩色トナー層４の上に
透明トナー層５を形成した場合でも、定着温度範囲において透明トナーの損失弾性率（Ｇ
”）と貯蔵弾性率（Ｇ’）の比である正接損失（ｔａｎδ）のピークが３以上であれば、
耐ホットオフセット性を維持しつつ、透明トナーの弾性よりも延展性が勝るため透明トナ
ー層の表面を滑らかにすることが可能となり、高光沢を付与できるということを見出した
。（図４参照。）
　図４は、有彩色トナー層４の上に正接損失（ｔａｎδ）のピークが３以上の透明トナー
からなる透明トナー層５を形成した様子を示す模式図である。
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【００３６】
　正接損失（ｔａｎδ）のピーク温度や最大ピーク値は樹脂の粘弾性によって決まってく
るが、トナー製造工程中の樹脂への負荷、例えば溶融混練条件などによりピーク温度や最
大ピーク値を変更することが可能である。
　また、詳細を後述する結晶性のポリエステル（Ｂ）などを併用する場合は、併用する物
質の軟化点、トナーへの配合量によりトナーの粘弾性が変化するため、正接損失（ｔａｎ
δ）のピーク温度や最大ピーク値を変更することが可能となる。
【００３７】
　透明トナーは、上記のように有彩色トナー層の上で使用されるばかりではなく、例えば
、紙上に単体で用いて“透かし”のように用いたり、紙上に光沢差をつけることで無色の
画像を形成したりする場合もある。しかし、最小限の数の透明トナーで様々な用途に対応
できるようにしておくと、一台の電子写真装置に過剰に多くの種類のトナー（及びこれに
対応する画像形成ユニット）を搭載しなくて済むため、装置のコンパクト化や低コスト化
に有利である。また、ユーザーの要望に応じて一台の電子写真装置を多様に利用できるた
め、利便性の面からも好ましい。そのため、有彩色トナー層上での光沢付与以外の用途で
も使用される透明トナーであっても、使用目的の一つに光沢付与があるのであれば、正接
損失の最大ピーク値は３以上であることが好ましい。
【００３８】
　また正接損失の最大値が３未満であるということは、損失弾性率（Ｇ”）のカーブと比
較して貯蔵弾性率（Ｇ’）があまり低下していないということであり、低温定着と耐ホッ
トオフセットの効果があまり得られない。正接損失の最大ピーク値は、３以上であり、１
０以上が好ましく、より好ましくは１５以上、最も好ましくは１８以上である。
【００３９】
　本発明におけるトナー（透明トナー、有彩色トナー）の正接損失（ｔａｎδ）は粘弾性
測定によって測定される。トナーを０．８ｇ、φ２０ｍｍのダイスを用い３０ＭＰａの圧
力で成型し、ＴＡ社製ＡＤＶＡＮＣＥＤ　ＲＨＥＯＭＥＴＲＩＣ　ＥＸＰＡＮＳＩＯＮ　
ＳＹＳＴＥＭでφ２０ｍｍのパラレルコーンを使用して、周波数１．０Ｈｚ、昇温速度２
．０℃／分、歪み０．１％（自動歪み制御：許容最小応力１．０ｇ／ｃｍ、許容最大応力
５００ｇ／ｃｍ、最大付加歪み２００％、歪み調整２００％）、ＧＡＰはサンプルセット
後ＦＯＲＣＥが０～１００ｇｍになる範囲で、損失弾性率（Ｇ”）、貯蔵弾性率（Ｇ’）
、正接損失（ｔａｎδ）の測定を行った。なお、このとき貯蔵弾性率（Ｇ’）が１０以下
になった場合の正接損失（ｔａｎδ）の値は除外した。
【００４０】
＜＜熱可塑性樹脂（Ａ）＞＞
　さらに本発明に使用する透明トナーを構成する熱可塑性樹脂（Ａ）は重量平均分子量（
Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ）が６以下であることが好ましい。特に樹脂中に架橋モノマ
ーを多く含有し、多量に分岐させた分子量分布の広い樹脂は定着した際に光沢が出ず本発
明には適さない。
【００４１】
　高い光沢を出すためには線状のポリエステル樹脂あるいは微量に架橋したポリエステル
樹脂を用いることが好ましい。このときの重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ
）は６以下が好ましく、更に好ましくは５以下である。重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均
分子量（Ｍｎ）が６よりも大きいポリエステル樹脂は光沢が低くなり好ましくない。また
線状のポリエステル樹脂あるいは微量に架橋したポリエステル樹脂は分子量の異なった複
数の線状ポリエステル樹脂あるいは微量に架橋したポリエステル樹脂を用いることも可能
である。
【００４２】
　本発明における結着樹脂の数平均分子量、重量平均分子量は、ＴＨＦ溶解分の分子量分
布をＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）測定装置ＧＰＣ－１５０Ｃ（ウ
ォーターズ社製）によって測定することで得られる。
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【００４３】
　測定は、カラム（ＫＦ８０１～８０７：ショウデックス社製）を使用し、以下の方法で
行う。
　４０℃のヒートチャンバー中でカラムを安定させ、この温度におけるカラムに、溶媒と
してＴＨＦを毎分１ｍｌの流速で流した。試料０．０５ｇをＴＨＦ５ｇに十分に溶かした
後、前処理用フィルター（例えば、孔径０．４５μｍ　クロマトディスク（クラボウ製）
）で濾過し、最終的に試料濃度として０．０５～０．６重量％に調製した樹脂のＴＨＦ試
料溶液を５０～２００μｌ注入して測定する。試料のＴＨＦ溶解分の重量平均分子量Ｍｗ
、個数平均分子量Ｍｎの測定にあたっては、試料の有する分子量分布を数種の単分散ポリ
スチレン標準試料により作成された検量線の対数値とカウント数との関係から算出する。
【００４４】
　検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては、例えばＰｒｅｓｓｕｒｅＣｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｃｏ．、あるいは東洋ソーダ工業社製の分子量が６×１０２、２．１×１０３、４
×１０３、１．７５×１０４、５．１×１０４、１．１×１０５、３．９×１０５、８．
６×１０５、２×１０６、４．４８×１０６のものを用い、少なくとも１０点程度の標準
ポリスチレン試料を用いることが適当である。また、検出器にはＲＩ（屈折率）検出器を
用いる。
【００４５】
＜二成分現像工程の線速＞
　更に本発明に用いられる画像形成装置においては、プリントオンデマンド（ＰＯＤ）分
野に対応可能な線速３００～２０００ｍｍ／ｓｅｃの超高速プリントシステムで、１回の
定着でも十分光沢を得ることが可能である。ここで、線速とは二成分現像工程における線
速を意味する。ここで、本発明では上述した透明トナーの粘弾性特性を有することで、特
に二成分現像工程の線速１，５００～２，０００ｍ／ｓｅｃという従来にかかる技術と比
較して非常に高線速の範囲においても、画像欠陥を発生することなく高光沢な画像を実現
したものである。
　また、二成分現像工程は、１種以上の有彩色トナーと、透明トナーと、キャリアと、を
用いてトナー画像を現像する工程である。この二成分現像工程は２本以上のマグネットロ
ールを用いて現像することが好ましい。２本以上のマグネットロールを用いて現像するこ
とで、高線速の二成分現像工程においても充分な現像能力を有し、画像濃度低下などを引
き起こすことがない。特に、二成分現像工程の線速１，５００～２，０００ｍ／ｓｅｃの
場合には、２本以上のマグネットロールを用いて現像することが好ましい。
【００４６】
　そして、更に高い光沢を得たい場合は、高光沢とする部分を第一の画像形成時に有彩色
トナーと透明トナーとで潜像形成、露光、現像し記録媒体に転写した後、定着機で定着し
た後、さらに、第二の画像形成で有彩色トナーを潜像形成、露光、現像し記録媒体に転写
した後、定着機で定着することができる。
【００４７】
　換言すると、像担持体上の静電潜像を形成する静電潜像現像工程と、前記静電潜像を現
像してトナー画像を形成する現像工程と、前記トナー画像を直接または中間転写体を介し
て記録媒体上に転写する転写工程と、当該転写されたトナー画像を記録媒体に定着させる
定着工程と、を備え、前記現像工程は、前記二成分現像工程であり、該二成分現像工程は
、第一の現像ステップと、第二の現像ステップと、を有し、前記定着工程は、第一の定着
ステップと、第二の定着ステップと、を有し、〔第一の画像形成サイクル〕前記第一の現
像ステップにより、１種以上の有彩色トナーと、透明トナーと、を用いて第一の有彩色ト
ナー画像と、透明トナー画像と、を形成し、次いで、前記第一の定着ステップにより、前
記第一の有彩色トナー画像及び前記透明トナー画像を記録媒体に定着し、〔第二の画像形
成サイクル〕当該第一の有彩色トナー画像及び透明トナー画像が定着された記録媒体上に
、前記第二の現像ステップにより、前記１種以上の有彩色トナーを用いて第二の有彩色ト
ナー画像を形成し、次いで、前記第二の定着ステップにより、前記第二の有彩色トナー画
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像を記録媒体に定着することで、同一記録媒体上で光沢度が異なる画像を形成することが
できる。また、前記転写工程は、第一の転写ステップと、第二の転写ステップと、を有し
、前記第一の画像形成サイクルは、第一の転写ステップにより、前記第一の有彩色トナー
画像、前記透明トナー画像の順に記録媒体に転写し、前記第二の画像形成サイクルは、第
二の転写ステップにより、前記第二の有彩色トナー画像を転写することが好ましい。さら
に、帯電工程、露光工程、クリーニング工程、除電工程等、公知の工程を設けても良く、
この場合、それぞれの工程が第一の画像形成サイクル及び第二の画像形成サイクルに対応
したステップを有してなることが好ましい。
　これらの詳細については後述する。
【００４８】
　透明トナーを形成した部分は透明トナーを形成していない部分よりもトナー量が多いが
、定着機を２回通過することによって充分に熱量を供給することができ、更に表面の平滑
性が上がり高い光沢を出すことができるが、生産性の観点から、１回の定着が好ましい。
【００４９】
＜有彩色トナー＞
　他方、有彩色トナーの光沢性は使用目的によって選択することができるが、有彩色トナ
ーの光沢が高い場合は、透明トナーの光沢も高くなりやすい一方、記録媒体上での光沢差
は低くなる。
【００５０】
　また、光沢が低い有彩色トナーを用いる場合は、記録媒体上での光沢差を大きくしやす
いが、透明トナーを載せても高い光沢が出にくくなる。これは光沢の低い有彩色トナーの
場合、有彩色トナー樹脂自体が粘弾性によりもとに戻ろうとする力が働くため定着後の表
面が微小に凹凸になるためである。
【００５１】
　全体に高い光沢性が要求される場合は、有彩色トナーの重量平均分子量（Ｍｗ）／数平
均分子量（Ｍｎ）が小さいものを使用すればよく、反対に低い光沢性が要求される場合は
、有彩色トナーの重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ）が大きいものを選択す
ればよい。
【００５２】
　有彩色トナーの光沢が低い場合は、透明トナー層を厚くすることによって有彩色トナー
による凹凸をカバーし高光沢を実現することができ、光沢が低い有彩色トナーと光沢が高
い透明トナーとを組合せ、透明トナー層の厚さを調節することにより、低光沢から高光沢
まで、光沢の異なる画像を自由に形成することが可能になる。
【００５３】
　本発明の場合、有彩色トナー上に形成された透明トナーの定着後の透明トナー層の厚み
は１～１５μｍであることが好ましい。１μｍ未満であると高光沢化が難しく、１５μｍ
を超えると定着強度が弱くなるとともに、透過性が悪くなり有彩色トナーの色再現性が悪
くなるからである。
　なお、トナー層厚みは、記録媒体をミクロトームで切断しトナー層厚みを確認すること
により測定できる。
【００５４】
＜滑剤＞
　さらに本発明では、透明トナーには滑剤を含有する必要がある。透明トナーは画像の最
上部に位置するため高い耐ホットオフセット性が求められ、滑剤を含有することで定着部
材との離型性を大きくすることができる。使用できる滑剤としては流動パラフィン、マイ
クロリスタンワックス、天然パラフィン、合成パラフィン、ポリオレフィンワックス、及
びこれらの部分酸化物、あるいはフッ化物、塩化物などの脂肪族炭化水素系滑剤、牛脂、
魚油などの動物油、やし油、大豆油、菜種油、米ぬかワックス、カルナウバワックスなど
の植物油、モンタンワックスなど高級脂肪族アルコール・高級脂肪酸系滑剤、脂肪酸アマ
イド、脂肪酸ビスアマイド、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸
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マグネシウム、ステアリン酸アルミニウム、オレイン酸亜鉛、パルミチン酸亜鉛、パルミ
チン酸マグネシウム、ミリスチン酸亜鉛、ラウリン酸亜鉛、ベヘニン酸亜鉛などの金属石
鹸系滑剤、脂肪酸エステル系滑剤、ポリフッ化ビニリデンなどが使用できるがこれらに限
定されるものではない。
【００５５】
　滑剤は、単独或いは複数組合せて用いることができるが、プリントオンデマンド（ＰＯ
Ｄ）分野に対応可能な超高速プリントシステムにおいては、トナー粒子内部に含有する方
が、好ましい。
　ここで、トナー粒子内部に含有するとは、トナー母体中に含まれるものであり外添され
ている状態を除くことを意味する。即ち、滑剤がトナー母体中に含まれていれば良く、例
えば、滑剤がトナー母体表面に全く露出していないカプセル状に内包されている形態であ
っても良く、滑剤がトナー母体中において均一あるいは適度に分散され一部が当該トナー
母体表面に露出している形態であっても良い。
【００５６】
　滑剤の含有量は定着用樹脂（結着樹脂）１００重量部に対して０．１～１５重量部、さ
らに好ましくは１～７重量部の範囲である。トナー粒子内部に滑剤を含有することにより
定着時の耐ホットオフセット性能と定着強度を得ることができ、高い擦り試験強度を得る
ことができる。これにより高速の画像形成装置で用いた場合、低温定着性が確保すること
ができる。
　添加量が０．１重量部よりも少ないとオフセットが発生し易くなり、１５重量部よりも
多くなるとキャリアスペントは発生しやすくなり、さらに画質が劣化し易くなる。
【００５７】
＜結晶性ポリエステル（Ｂ）＞
　また本発明における透明トナーは、粘弾性測定において損失弾性率（Ｇ”）／貯蔵弾性
率（Ｇ’）＝正接損失（ｔａｎδ）で表される正接損失が８０～１６０℃に最大ピークを
有するものであり、上述した熱可塑性樹脂（Ａ）単独でも使用可能であるが、結晶性のポ
リエステル樹脂（結晶性ポリエステル（Ｂ））を併用することも可能である。
【００５８】
　結晶性のポリエステル樹脂（Ｂ）を併用すると、さらに低温での定着が可能になると共
に、低温でも画像の光沢性をさらに上げることが可能になる。結晶性ポリエステル樹脂（
Ｂ）の含有量は非結晶性ポリエステル樹脂１００部に対して１～３５部、好ましくは１～
２５部である。結晶性ポリエステル樹脂（Ｂ）の比率が高くなると、感光体等の像担持体
表面にフィルミングを起こしやすくなると共に、保存安定性が悪化する。さらに結晶性ポ
リエステル樹脂（Ｂ）の比率が高くなると樹脂の透明性が損なわれ、透明トナーとして要
求される透明性を確保できなくなってしまう。
【００５９】
　また透明トナー内部に脂肪酸アマイド系の滑剤を含有すると結晶性ポリエステル（Ｂ）
の結晶化が促進され、保存安定性を改良することが可能である。
【００６０】
＜帯電制御剤＞
　また透明トナー、および有彩色トナーは、それぞれ帯電制御剤を含有することができる
。
　ニグロシン及び脂肪酸金属塩等による変性物、ホスホニウム塩等のオニウム塩及びこれ
らのレーキ顔料、トリフェニルメタン染料及びこれらのレーキ顔料、高級脂肪酸の金属塩
；ジブチルスズオキサイド、ジオクチルスズオキサイド、ジシクロヘキシルスズオキサイ
ドなどのジオルガノスズオキサイド；ジブチルスズボレート、ジオクチルスズボレート、
ジシクロヘキシルスズボレートの如きジオルガノスズボレート類、有機金属錯体、キレー
ト化合物、モノアゾ金属錯体、アセチルアセトン金属錯体、芳香族ハイドロキシカルボン
酸、芳香族ダイカルボン酸系の金属錯体、第四級アンモニウム塩がある。他には、芳香族
ハイドロキシカルボン酸、芳香族モノ及びポリカルボン酸及びその金属塩、無水物、エス
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テル類、ビスフェノールの如きフェノール誘導体類がある。これらの単独或いは２種類以
上を組み合せて用いることができる。
【００６１】
　これらの帯電制御剤をトナーに内部添加する場合、定着用樹脂に対して０．１～１０重
量部添加することが好ましく、帯電制御剤により着色されている場合もあるため、透明ト
ナーの場合はできるだけ白色又は透明色のものを選定する。
【００６２】
＜外部添加剤（外添剤）＞
　さらには透明トナー、有彩色トナーには外部添加剤を含有することができる。外部添加
剤には例えば、シリカ、テフロン（登録商標）樹脂粉末、ポリ沸化ビニリデン粉末、酸化
セリウム粉末、炭化ケイ素粉末、チタン酸ストロンチウム粉末の如き研磨剤、或いは例え
ば酸化チタン粉末、酸化アルミニウム粉末の如き流動性付与剤、凝集防止剤、樹脂粉末、
或いは例えば、酸化亜鉛粉末、酸化アンチモン粉末、酸化スズ粉末の如き導電性付与剤、
また、逆極性の白色微粒子及び黒色微粒子を現像性向上剤として用いることもできる。こ
れらは単独或いは複数組合せて使用することができ、空転等の現像ストレスに対して耐性
を持たせるように選択される。
【００６３】
＜キャリア＞
　二成分現像剤キャリアに用いる磁性体微粒子としては、マグネタイト、ガンマ酸化鉄等
のスピネルフェライト、鉄以外の金属（Ｍｎ、Ｎｉ、Ｚｎ、Ｍｇ、Ｃｕ等）を一種又は二
種以上含有するスピネルフェライト、バリウムフェライト等のマグネトプランバイト型フ
ェライト、表面に酸化層を有する鉄や合金の粒子を使用できる。
　その形状は粒状、球状、針状のいずれであってもよい。
　特に高磁化を要する場合は鉄等の強磁性微粒子を用いる事が好ましい。また、化学的な
安定性を考慮するとマグネタイト、ガンマ酸化鉄を含むスピネルフェライトやバリウムフ
ェライト等のマグネトプランバイト型フェライトを用いる事が好ましい。
【００６４】
　強磁性微粒子の種類及び含有量を選択する事により所望の磁化を有する樹脂キャリアを
使用する事もできる。この時のキャリアの磁気特性は１，０００エルステッドにおける磁
化の強さは３０～１５０ｅｍｕ／ｇが好ましい。このような樹脂キャリアは、磁性体微粒
子と絶縁性バインダー樹脂との溶融混練物をスプレードライヤーで噴霧して製造したり、
磁性体微粒子の存在下に水性媒体中でモノマーないしプレポリマーを反応、硬化させるこ
とで縮合型バインダー中に磁性体微粒子が分散された樹脂キャリアを製造したりできる。
【００６５】
　磁性キャリアの表面には正または負帯電性の微粒子または導電性微粒子を固着させたり
、樹脂をコーティングしたりして帯電性を制御できる。
　表面のコート材としてはシリコーン樹脂、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、フッ素系樹脂
等が用いられ、さらに正または負帯電性の微粒子または導電性微粒子を含んでコーティン
グすることができるが、シリコーン樹脂及びアクリル樹脂が好ましい。
【００６６】
＜二成分現像剤、トナー粒度＞
　本発明では、電子写真用トナー（透明トナーおよび有彩色トナー）と磁性キャリアとの
混合比はトナー濃度として２～１０ｗｔ％が好ましい。またトナーの重量平均粒径は２～
１０μｍが好ましい。
【００６７】
　トナーの粒度は種々の方法により測定され、例えば、コールターカウンターマルチサイ
ザーIIIを用い、測定試料は界面活性剤を加えた電解液中に測定トナーを加え超音波分散
機で１分間分散させたものを５０，０００個測定する。
【００６８】
＜トナーの製造方法＞
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　本発明における透明トナー、有彩色トナーを作製するには、定着用樹脂、滑剤、必要に
応じて着色剤、更に必要に応じて帯電制御剤、添加剤を均一に分散した定着用樹脂を組合
せてヘンシェルミキサー、スーパーミキサーの如き混合機により十分混合してから加熱ロ
ール、ニーダ、エクストルーダーの如き熱溶融混練機を用いて溶融混練して素材類を十分
に混合せしめた後、冷却固化後微粉砕及び分級を行ってトナーを得る。この時の粉砕方法
としては高速気流中にトナーを包含させ、衝突板にトナーを衝突させそのエネルギーで粉
砕するジェットミル方式やトナー粒子同士を気流中で衝突させる粒子間衝突方式、更には
高速に回転したローターと狭いギャップ間にトナーを供給し粉砕する機械式粉砕法等が使
用できる。
【００６９】
　また、トナー材料を有機溶媒相に溶解または分散させた油相を、水系媒体相中に分散さ
せ、樹脂の反応を行った後、脱溶剤し、濾過と洗浄、乾燥することにより、トナーの母体
粒子を製造する溶解懸濁法でも可能である。
　その他、公知のトナー製造方法を用いることができる。
【００７０】
＜画像形成装置、画像形成方法＞
　本発明の画像形成装置の現像装置の構成は、プリントオンデマンド（ＰＯＤ）分野に対
応可能な線速３００～２０００ｍｍ／ｓｅｃの超高速プリントシステムであるため、複数
の現像磁気ロール（マグネットロール）を使用した現像装置が好ましい。複数の現像磁気
ロールを使用した場合、１本の現像ロール方式と比較して高い現像能力が得られることに
より、高面積画像印刷への対応や印刷品質が向上するばかりでなく、現像剤中のトナー含
有量を低減ずることができ、かつ、現像ロールの回転スピードを低減することが可能にな
り、トナーの飛散、現像剤への負荷低減によってトナーによるキャリアスペントを防止し
二成分現像剤の長寿命化が更に可能となる。
【００７１】
　このような現像方式とトナーを組合せて使用することにより、画像に優れ、文字部分と
ベタ部分の両者に対して安定したトナー付着量を確保することができ、印字密度の変化に
対して転写不良のない安定した画像形成装置を提供できる。
【００７２】
　像担持体をクリーニングする手段としては、ファーブラシ、磁気ブラシ、ブレード等を
使用するものが知られており、これらの方式が使用できる。
　また、像担持体の表面に現像されたトナー像を無端ベルト又は該無端ベルトによって搬
送される被転写材（記録媒体）に、搬送方向の位置検出の基準となるホームポジションを
示す複数のマーキングパターンが予め形成されており、マーキングパターンの近傍に電子
写真プロセスで形成した画像に基づいて、マーキングパターンの無端ベルトの搬送方向の
位置を検出し、検出結果に基づいてレジスト位置ずれを検知し、データ書き込み位置を調
整し、レジストを調整する。
　そして、前記第二の画像形成サイクルにおいて、記録媒体のレジスト位置ずれを検知し
、データ書き込み位置を調整することが好ましい。これにより、第一の画像形成サイクル
による画像形成位置と、第二の画像形成サイクルによる画像形成位置と、の間に生じるレ
ジスト位置ずれを抑制することができ、高品質な画像を形成できる。
【００７３】
　以下に、透明トナー、有彩色トナーおよび前記透明トナー、有彩色トナーとキャリアか
らなる二成分系現像剤の評価に使用した本発明に係る画像形成装置Ａについて説明する。
【００７４】
＜画像形成方法１＞
　図５は、前記画像形成装置Ａの全体を示した図である。
　まず画像形成方法１について説明する。
　画像処理部（以下、「ＩＰＵ」という）（１４）に送られた画像データは、Ｙ（イエロ
ー）、Ｍ（マゼンタ）、Ｃ（シアン）、Ｂｋ（ブラック）、透明の５色の各画像信号を作
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成する。
【００７５】
＜帯電工程、露光工程＞
　次に画像処理部でＹ、Ｍ、Ｃ、Ｂｋ、透明の各画像信号は、書き込み部（１５）へ伝達
される。上記書き込み部（１５）はＹ、Ｍ、Ｃ、Ｂｋ、透明用の５つのレーザビームをそ
れぞれ変調・走査して、帯電部（５１、５２、５３、５４、５５）によって感光体ドラム
上を帯電した後に順次各感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５；像担持体）上に
、静電潜像を作る。ここでは、例えば第１の感光体ドラム（２１）がＢｋに、第２の感光
体ドラム（２２）がＹに、第３の感光体ドラム（２３）がＭに、第４の感光体ドラム（２
４）がＣに、第５の感光体ドラム（２５）が透明に対応している。
【００７６】
＜現像工程（二成分現像工程）、転写工程＞
　次に、現像付着手段（二成分現像手段）としての現像ユニット（３１、３２、３３、３
４、３５）によって各色のトナー像が上記感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５
）上に作られる。また、給紙部（１６）によって給紙された転写紙（記録媒体）は、転写
ベルト（７０）上を搬送され、転写チャージ（６１、６２、６３、６４、６５）によって
順次に上記感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５）上のトナー像が転写紙上に転
写される。
【００７７】
＜定着工程、クリーニング工程＞
　この転写工程終了後、上記転写紙は定着ユニット（８０）に搬送されて、この定着ユニ
ット（８０）で、上記転写されたトナー像は転写紙上に定着される。
　転写工程終了後、上記感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５）上に残留したト
ナーは、クリーニング部（４１、４２、４３、４４、４５）によって除去される。
　なお、定着ユニット（８０）により定着された後の記録媒体は、そのまま排出されても
良く、記録媒体反転手段９０を用いて反転された後さらに反対側の面にも画像形成が行わ
れて両面印刷が為されても良い。
【００７８】
＜画像形成方法２＞
　次に部分的に高光沢を出す場合の画像形成方法２について説明する。
　まず画像形成方法１と同様に、画像処理部（以下、「ＩＰＵ」という）（１４）に送ら
れた画像データは、Ｙ（イエロー）、Ｍ（マゼンタ）、Ｃ（シアン）、Ｂｋ（ブラック）
、透明の５色の各画像信号を作成する。
【００７９】
＜帯電工程、露光工程；第１のステップ＞
　次に画像処理部（１４）で部分的に高光沢とする第一の画像形成を行う。部分的に高光
沢とする部分のＹ、Ｍ、Ｃ、Ｂｋ、透明の各画像信号は、書き込み部（１５）へ伝達され
る。上記書き込み部（１５）はＹ、Ｍ、Ｃ、Ｂｋ、透明用の５つのレーザビームをそれぞ
れ変調・走査して、帯電部（５１、５２、５３、５４、５５）によって感光体ドラム上を
帯電した後に順次各感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５）上に、静電潜像を作
る。ここでは、例えば第１の感光体ドラム（２１）がＢｋに、第２の感光体ドラム（２２
）がＹに、第３の感光体ドラム（２３）がＭに、第４の感光体ドラム（２４）がＣに、第
５の感光体ドラム（２５）が透明に対応している。
【００８０】
＜現像工程（二成分現像）、転写工程；第１のステップ＞
　次に、現像付着手段としての現像ユニット（３１、３２、３３、３４、３５）によって
各色のトナー像が上記感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５）上に作られる。ま
た、給紙部（１６）によって給紙された転写紙は、転写ベルト（７０）上を搬送され、転
写チャージ（６１、６２、６３、６４、６５）によって順次に上記感光体ドラム（２１、
２２、２３、２４、２５）上のトナー像が転写紙上に転写される。
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【００８１】
＜定着工程、クリーニング工程；第１のステップ＞
　この転写工程終了後、上記転写紙は定着ユニット（８０）に搬送されて、この定着ユニ
ット（８０）で、上記転写されたトナー像は転写紙上に定着される。
　転写工程終了後、上記感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５）上に残留したト
ナーは、クリーニング部（４１、４２、４３、４４、４５）によって除去される。
　以上が第一の画像形成サイクルである。
【００８２】
＜第二の画像形成サイクル；各工程の第２のステップ＞
　次いで、定着された転写紙は第二の画像形成を行うために（１７）に搬送される。第二
の画像形成では、画像演算処理によって第一の画像形成をしていない通常光沢となる部分
の各画像信号は、書き込み部（１５）へ伝達される。ここでは透明以外のＹ、Ｍ、Ｃ、Ｂ
ｋの画像が各感光ドラム（２１、２２、２３、２４）に書き込まれ、第一の画像形成と同
様に現像、転写され再度定着部で定着される。
【００８３】
　なお、透明トナー用の画像形成は、画像演算処理によっては印画紙上の濃度が少ない部
分に対して透明トナーを付着させることもできるし、領域指定することによって、印刷用
紙全体や、画像部と判断された部分についてのみに透明トナーを付着させることが可能で
ある。
【００８４】
　図６に示す本発明に係る画像形成装置Ｂ及びこれを用いた画像形成方法においては、図
５同様に感光体ドラム（２１、２２、２３、２４、２５）上に形成されたトナー像を一旦
中間転写ベルトとしての転写ベルト（７０）上に一次転写し、二次転写手段（６６）によ
って転写紙上にトナー像は二次転写され、定着機（８０）で定着される。
　この図６に示す構成においても画像形成方法１、及び画像形成方法２共に使用可能であ
る。透明トナーを厚く載せる場合、転写ベルト上の透明トナー層が厚くなり二次転写がし
難くなるため、転写ドラムにすることも出来る。
【実施例】
【００８５】
　以下、本発明の実施例について説明するが、これによって本発明が限定されるものでは
ない。
　なお、本発明では実施例の結着樹脂としてポリエステル樹脂を用いているが、他の樹脂
でも使用可能である。
【００８６】
（結着樹脂製造例：ポリエステル系樹脂Ａ１～Ａ６）：熱可塑性樹脂（Ａ）
　芳香族ジオール成分及びエチレングリコール、グリセリン、アジピン酸、テレフタル酸
、イソフタル酸、イタコン酸より選ばれた単量体を下記表１の組成に従って、蒸留塔を有
する５リットルのオートクレーブに全量が４０００ｇとなるように仕込み、常圧下、１７
０～２６０℃、無触媒の条件でエステル化反応せしめた後、反応系に全カルボン酸成分に
対し４００ｐｐｍの３酸化アンチモンを加え３Ｔｏｒｒの真空下でグリコールを系外へ除
去しながら２５０℃で重縮合を行い樹脂を得た。尚、架橋反応は撹拌トルクが１０ｋｇ・
ｃｍ（１００ｐｐｍ）となるまで実施し、反応は反応系の減圧状態を解除して停止させた
。
【００８７】
＜ポリエステル樹脂の軟化点の測定＞
　フローテスター（島津製作所製、ＣＦＴ－５００Ｄ）を用い、１ｇの試料を昇温速度６
℃／分で加熱しながら、プランジャーにより１．９６ＭＰａの荷重を与え、直径１ｍｍ、
長さ１ｍｍのノズルから押出し、温度に対するフローテスターのプランジャー降下量をプ
ロットし、試料の半量が流出した温度を軟化点とした。
【００８８】
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＜ポリエステル樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）の測定＞
　示差走査熱量計（セイコー電子工業株式会社製、ＤＳＣ２１０）を用いて、試料０．０
１～０．０２ｇをアルミニウムパンに計量し、２００℃まで昇温し、その温度から降温速
度１０℃／分で０℃まで冷却した試料を昇温速度１０℃／分で昇温し、吸熱の最高ピーク
温度以下のベースラインの延長線とピークの立ち上がり部分からピークの頂点までの最大
傾斜を示す接線との交点の温度をガラス転移温度とした。
【００８９】
＜ポリエステル樹脂の酸価の測定＞
　ＪＩＳ　Ｋ００７０の方法に基づき測定した。ただし、測定溶媒のみＪＩＳ　Ｋ００７
０の規定のエタノールとエーテルの混合溶媒から、アセトンとトルエンの混合溶媒（アセ
トン：トルエン＝１：１（容量比））に変更した。
【００９０】
＜ポリエステル樹脂の接損失ピーク温度（℃）及び正接損失値の測定＞
　試料０.８ｇ、φ２０ｍｍのダイスを用い３０Ｍｐａの圧力で成型し、ＴＡ社製ＡＤＶ
ＡＮＣＥＤ　ＲＨＥＯＭＥＴＲＩＣ　ＥＸＰＡＮＳＩＯＮ　ＳＹＳＴＥＭでφ２０ｍｍの
パラレルコーンを使用して周波数１．０Ｈｚ、昇温速度２．０℃／分、歪み０．１％（自
動歪み制御：許容最小応力１．０ｇ／ｃｍ、許容最大応力５００ｇ／ｃｍ、最大付加歪み
２００％、歪み調整２００％）、ＧＡＰはサンプルセット後ＦＯＲＣＥが０～１００ｇｍ
になる範囲で、損失弾性率（Ｇ”）、貯蔵弾性率（Ｇ’）、正接損失（ｔａｎδ）の測定
し、正接損失ピーク温度（℃）及び正接損失値を求めた。なお、このとき貯蔵弾性率（Ｇ
’）が１０以下になった場合の正接損失（ｔａｎδ）の値は除外した。
【００９１】
＜ポリエステル樹脂の分子量の測定＞
　ポリエステル樹脂の数平均分子量、重量平均分子量は、ＴＨＦ溶解分の分子量分布をＧ
ＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）測定装置ＧＰＣ－１５０Ｃ（ウォータ
ーズ社製）によって測定した。
【００９２】
　測定は、カラム（ＫＦ８０１～８０７：ショウデックス社製）を使用し、以下の方法で
行う。４０℃のヒートチャンバー中でカラムを安定させ、この温度におけるカラムに、溶
媒としてＴＨＦを毎分１ｍｌの流速で流した。試料０．０５ｇをＴＨＦ５ｇに十分に溶か
した後、前処理用フィルター（例えば、孔径０．４５μｍ　クロマトディスク（クラボウ
製））で濾過し、最終的に試料濃度として０．０５～０．６重量％に調製した樹脂のＴＨ
Ｆ試料溶液を５０～２００μｌ注入して測定する。試料のＴＨＦ溶解分の重量平均分子量
Ｍｗ、個数平均分子量Ｍｎの測定にあたっては、試料の有する分子量分布を数種の単分散
ポリスチレン標準試料により作成された検量線の対数値とカウント数との関係から算出す
る。
【００９３】
　検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては、例えばＰｒｅｓｓｕｒｅＣｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｃｏ．、あるいは東洋ソーダ工業社製の分子量が６×１０２、２．１×１０３、４
×１０３、１．７５×１０４、５．１×１０４、１．１×１０５、３．９×１０５、８．
６×１０５、２×１０６、４．４８×１０６のものを用い、少なくとも１０点程度の標準
ポリスチレン試料を用いるのが適当である。また、検出器にはＲＩ（屈折率）検出器を用
いた。
【００９４】
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【表１】

【００９５】
＊ＢＰＡ－ＰＯ：ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）プロパン
＊ＢＰＡ－ＥＯ：ポリオキシエチレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）プロパン
【００９６】
（結晶性ポリエステル樹脂Ｂ１～Ｂ２の製造例）：結晶性ポリエステル樹脂（Ｂ）
　結晶性ポリエステル樹脂Ｂ１～Ｂ２は下記表２に示した組成物４０００ｇとハイドロキ
ノン４ｇを、温度計、攪拌器、コンデンサー及び窒素ガス導入管を備えた容量５リットル
の４つ口丸底フラスコ内に入れ、このフラスコをマントルヒーターにセットし、窒素ガス
導入管より窒素ガスを導入してフラスコ内を不活性雰囲気下に保った状態で昇温し、１６
０℃に保って５時間、続いて２００℃で１時間反応させたのち、８．３ｋＰａにて１時間
反応させ、各結晶性ポリエステルを得た。
【００９７】
＜結晶性ポリエステル樹脂の融点の測定＞
　示差走査熱量計（セイコー電子工業株式会社製、ＤＳＣ２１０）を用いて、試料０．０
１～０．０２ｇをアルミニウムパンに計量し、昇温速度１０℃／分で、１５０℃まで昇温
し、吸熱の最高ピークの温度を融点とした。
【００９８】
＜結晶性ポリエステル樹脂の分子量の測定＞
　結晶性ポリエステルの分子量の測定は、ポリエステル樹脂の分子量の測定と同様に、Ｇ
ＰＣ（ｇｅｌ　ｐｅｒｍｅａｔｉｏｎ　ｃｈｒｏｍａｔｏｇｒａｐｈｙ）によって測定し
た。
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【表２】

【０１００】
（透明トナーの製造例）
　下記表３に示す結着樹脂１００質量部、カルナウバワックス（セラリカＮＯＤＡ製　カ
ルナウバワックスＮｏ．１）　５重量部をヘンシェルミキサー「ＭＦ２０Ｃ／Ｉ型」（三
井三池加工機株式会社製）に仕込み、十分攪拌混合した後、２軸押出機（東芝機械株式会
社製）にて混練し、スチールベルト上で冷却後、ハンマーミルにて２００～３００μｍに
粗粉砕した。次いで、超音速ジェット粉砕機ラボジェット（日本ニューマチック工業株式
会社製）を用いて、重量平均粒径が５．２±０．３μｍとなるように粉砕エアー圧を適宜
調整しながら微粉砕した後、気流分級機（日本ニューマチック工業株式会社製、ＭＤＳ－
Ｉ）で、重量平均粒径が６．０±０．２μｍ、重量平均粒径／個数平均粒径の比が１．２
０以下となるようにルーバー開度を適宜調整しながら分級し、トナー母体粒子を得た。次
いで、トナー母体粒子１００質量部に対し、添加剤（ＨＤＫ－２０００、クラリアント株
式会社製）１．０重量部及び（Ｈ０５ＴＤ、クラリアント株式会社製）１．０重量部をヘ
ンシェルミキサーで撹拌混合し、透明トナーを製造した。
【０１０１】
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【表３】

【０１０２】
（カラートナーの製造例）：有彩色トナーの製造例
－マスターバッチの製造例－
　カーボンブラック（キャボットコーポレーション製、リーガル４００Ｒ）５０部、ポリ
エステル樹脂（三洋化成工業株式会社製、ＲＳ８０１）５０部を、更には水３０部を加え
、ヘンシェルミキサー（日本コークス工業株式会社製）で混合し、混合物を２本ロールを
用いて１６０℃で５０分混練後、圧延冷却しパルペライザーで粉砕して、ブラックマスタ
ーバッチ１を得た。また、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　２６９、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍ
ｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：３、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１５５をそれぞ
れカーボンブラックの代わりに使用すること以外は同様にして、マゼンタマスターバッチ
１、シアンマスターバッチ１、イエローマスターバッチ１をそれぞれ作成した。
【０１０３】
－カラートナーの製造例１－
ポリエステル樹脂Ａ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９２重量部
カルナウバワックス（セラリカＮＯＤＡ製カルナウバワックスＮｏ．１）　　４重量部
ブラックマスターバッチ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６重量部
【０１０４】
　上記のトナー原材料を、使う以外は透明トナーと同様にして、ブラックトナー１を製造
した。
【０１０５】
　また、マゼンタマスターバッチ１、シアンマスターバッチ１、イエローマスターバッチ
１をそれぞれブラックマスターバッチ１の代わりに使用すること以外は同様にして、それ
ぞれマゼンタトナー１、シアントナー１、イエロートナー１を製造し、ブラックトナー１
、マゼンタトナー１、シアントナー１、イエロートナー１から構成されるカラートナー１
を製造した。
【０１０６】
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－カラートナーの製造例２－
　ポリエステル樹脂Ａ１をポリエステル樹脂Ａ５に変えた以外は、カラートナー１と同様
にして、ブラックトナー２、マゼンタトナー２、シアントナー２、イエロートナー２から
構成されるカラートナー２を製造した。
【０１０７】
＜トナーの接損失ピーク温度（℃）及び正接損失値の測定＞
　トナーの接損失ピーク温度（℃）及び正接損失値の測定は、ポリエステル樹脂の接損失
ピーク温度（℃）及び正接損失値の測定と同様に測定し、下記表４に示した。
【０１０８】
【表４】

【０１０９】
（二成分現像剤の製造例）
＜キャリアの作製＞
　　シリコーン樹脂（オルガノストレートシリコ－ン）　　　　　　　１００質量部
　　トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　　γ－（２－アミノエチル）アミノプロピルトリメトキシシラン　　　　５質量部
　　カーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
【０１１０】
　上記混合物をホモミキサーで２０分間分散し、コート層形成液を調製した。このコート
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層形成液を、芯材として重量平均粒径が３５μｍのＭｎフェライト粒子を用いて、芯材表
面において平均膜厚が０．２０μｍになるように、流動床型コーティング装置を使用して
、流動槽内の温度を各７０℃に制御して塗布・乾燥した。得られたキャリアを電気炉中に
て、１８０℃／２時間焼成し、キャリアＡを得た。
【０１１１】
＜二成分現像剤の作製＞
　作製した透明トナーおよびカラートナーと、キャリアＡ、ターブラーミキサー（ウィリ
ー・エ・バッコーフェン（ＷＡＢ）社製）を用いて４８ｒｐｍで５分間均一混合し帯電さ
せ、それぞれ二成分現像剤を作製した。なお、トナーとキャリアの混合比率は、評価機の
初期現像剤のトナー濃度に合わせて混合した。
【０１１２】
［実機評価１］
　次に得られた現像剤を用いて、リコー製デジタルフルカラー複合機Ｉｍａｇｉｏ Ｎｅ
ｏ Ｃ６００改造機（線速が３２０ｍｍ／ｓｅｃ）を用いて、初期現像剤のトナー濃度は
７％で、画像評価を実施した。
【０１１３】
　具体的には、下記表５に記載の透明トナーとカラートナー、画像形成方法（前述の画像
形成方法１または画像形成方法２）の組合せで、付着量０．４ｍｇ／ｃｍ２のカラートナ
ーのベタ画像上に付着量０．４ｍｇ／ｃｍ２の透明トナーのベタ画像を重なるように、画
像を形成し定着温度２００℃、ＮＩＰ幅１５ｍｍで定着した後、画像の光沢度を測定した
。
【０１１４】
　このとき評価に用いた用紙は王子製紙製ＰＯＤグロスコート紙１２８ｇ／ｍ２を使用し
た。光沢は日本電色工業株式会社製グロスメーターＶＧＳ－１Ｄを用い６０度光沢で１０
箇所の画像を評価し、平均光沢が８０以上を○、５０より高く８０未満を△、５０以下を
×とした。光沢度の評価結果を下記表６に示す。
【０１１５】
　次に、画像面積率５％で、初期及び１０万枚のランニング後のキャリアの帯電量及び体
積固有抵抗を測定し、帯電量の低下量及び体積固有抵抗の変化量を算出した。
　なお、初期のキャリアの帯電量（Ｑ１）は、キャリアＡと、実施例の透明トナーを、質
量比９３：７で混合し、摩擦帯電させたサンプルを、ブローオフ装置ＴＢ－２００（東芝
ケミカル社製）を用いて測定した。また、ランニング後のキャリアの帯電量（Ｑ２）は、
ブローオフ装置を用いてランニング後の現像剤中の各色のトナーを除去したキャリアを用
いた以外は、上記と同様にして測定した。なお、帯電量の変化量の目標値は１０μＣ／ｇ
以下である。
【０１１６】
　体積固有抵抗は、図７に示すセルを用いて測定した。具体的には、まず、表面積２．５
ｃｍ×４ｃｍの電極１ａ及び電極１ｂを、０．２ｃｍの距離を隔てて収容したフッ素樹脂
製容器２からなるセルに、キャリア３を充填し、落下高さ１ｃｍ、タッピングスピード３
０回／分で、１０回のタッピングを行った。次に、電極１ａ及び１ｂの間に１０００Ｖの
直流電圧を印加して３０秒後の抵抗ｒ［Ω］を、ハイレジスタンスメーター４３２９Ａ（
横川ヒューレットパッカード社製）を用いて測定し、下記式から、体積固有抵抗［Ωｃｍ
］を算出した。
【０１１７】
【数１】

【０１１８】
　初期のキャリアの体積固有抵抗（ＬｏｇＲ１）は、上記［体積固有抵抗］と同様にして
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測定したキャリアの体積固有抵抗の常用対数値である。ランニング後のキャリアの体積固
有抵抗（ＬｏｇＲ２）は、ブローオフ装置を用いてランニング後の現像剤中の各色のトナ
ーを除去したキャリアを用いた以外は、上記と同様にして測定した。なお、体積固有抵抗
の目標値は絶対値で１．５［Ｌｏｇ（Ωｃｍ）］以下である。
　現像剤評価結果を下記表６に示す。
【０１１９】
【表５】

【０１２０】
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【表６】

【０１２１】
［実機評価２］
　次に得られた現像剤を用いて、リコー製超高速デジタルレーザープリンターＩＰＳｉＯ
　ＳＰ９５００Ｐｒｏ改造機（線速が１，７００ｍｍ／ｓｅｃとなるようにし現像ギャッ
プを１．２６ｍｍ、ドクタブレードギャップ１．６ｍｍ、反射型フォトセンサ機能をＯＦ
Ｆとした状態であった。感光体、現像装置及び転写装置部の実温度領域は３０～４８℃に
なるように制御した。）を用いて、初期現像剤のトナー濃度は５％で、画像評価を実施し
た。
【０１２２】
　具体的には、上記表５の透明トナーとカラートナー、画像形成方法の組合せで、付着量
０．４ｍｇ／ｃｍ２のカラートナーのベタ画像上に付着量０．４ｍｇ／ｃｍ２の透明トナ
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ーのベタ画像を重なるように、画像を形成し定着温度２１０℃、ＮＩＰ幅１８ｍｍで定着
した後、画像の光沢度を測定した。
　このとき評価に用いた用紙は王子製紙製ＰＯＤグロスコート紙１２８ｇ／ｍ２を使用し
た。光沢は日本電色工業株式会社製グロスメーターＶＧＳ－１Ｄを用い６０度光沢で１０
箇所の画像を評価し、平均光沢が８０以上を○、５０より高く８０未満を△、５０以下を
×とした。光沢度の評価結果を下記表７に示す。
【０１２３】
　次に、画像面積率５％で、初期及び１０万枚のランニング後のキャリアの帯電量及び体
積固有抵抗を測定し、帯電量の低下量及び体積固有抵抗の変化量を算出した。
　なお、初期のキャリアの帯電量（Ｑ１）は、キャリアＡと、実施例の透明トナーを、質
量比９５：５で混合し、摩擦帯電させたサンプルを、ブローオフ装置ＴＢ－２００（東芝
ケミカル社製）を用いて測定した。また、ランニング後のキャリアの帯電量（Ｑ２）は、
ブローオフ装置を用いてランニング後の現像剤中の各色のトナーを除去したキャリアを用
いた以外は、上記と同様にして測定した。なお、帯電量の変化量の目標値は１０μＣ／ｇ
以下である。
　一方、初期のキャリアの体積固有抵抗（ＬｏｇＲ１）は、上記［体積固有抵抗］と同様
にして測定したキャリアの体積固有抵抗の常用対数値である。ランニング後のキャリアの
体積固有抵抗（ＬｏｇＲ２）は、ブローオフ装置を用いてランニング後の現像剤中の各色
のトナーを除去したキャリアを用いた以外は、上記と同様にして測定した。なお、体積固
有抵抗の目標値は絶対値で１．５［Ｌｏｇ（Ωｃｍ）］以下である。現像剤評価結果を表
４に示す。
【０１２４】
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【表７】

【０１２５】
　以上より、本発明に係る画像形成方法及び画像形成装置によれば、同一記録媒体上で異
なる光沢を有する画像を形成し、特にプリントオンデマンド（ＰＯＤ）分野に対応可能な
超高速プリントシステムで、同一記録媒体上で部分的に写真光沢に近い高光沢となる部分
を形成し得ることが確かめられた。
　なお、実施例１０および１２に使用しているカラートナーは、ｔａｎδのピークがなく
光沢の低いトナーになっていて、カラートナー部の光沢度の評価が「×」になっている。
しかし、本発明の画像形成方法により特有の粘弾性特性を備える透明トナーを重ねて使用
すると（カラートナーの上に透明トナーを重ねて使用すると）、光沢度がアップし、総合
で「△」になり実使用上問題のない光沢が得られることがわかった。
【符号の説明】
【０１２６】
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（図２、図３、図４について）
１　紙（記録媒体）
２　セルロースの繊維
３　トナー層
４　有彩色トナー層
５　透明トナー層
（図５、図６について）
１４　画像処理部（ＩＰＵ）
１５　書き込み部
２１　ブラック（Ｂｋ）トナー、現像剤用感光体ドラム
２２　イエロー（Ｙ）トナー、現像剤用感光体ドラム
２３　マゼンタ（Ｍ）トナー、現像剤用感光体ドラム
２４　シアン（Ｃ）トナー、現像剤用感光体ドラム
２５　透明トナー、現像剤用感光体ドラム
３１　ブラック（Ｂｋ）トナー、現像剤用現像手段
３２　イエロー（Ｙ）トナー、現像剤用現像手段
３３　マゼンタ（Ｍ）トナー、現像剤用現像手段
３４　シアン（Ｃ）トナー、現像剤用現像手段
３５　透明トナー、現像剤用像手段
４１　ブラック（Ｂｋ）トナー、現像剤用クリーニング手段
４２　イエロー（Ｙ）トナー、現像剤用クリーニング手段部
４３　マゼンタ（Ｍ）トナー、現像剤用クリーニング手段
４４　シアン（Ｃ）トナー、現像剤用クリーニング手段
４５　透明トナー、現像剤用クリーニング手段
５１　ブラック（Ｂｋ）トナー、現像剤用帯電手段
５２　イエロー（Ｙ）トナー、現像剤用帯電手段
５３　マゼンタ（Ｍ）トナー、現像剤用帯電手段
５４　シアン（Ｃ）トナー、現像剤用帯電手段
５５　透明トナー、現像剤用帯電手段
６１　ブラック（Ｂｋ）トナー、現像剤用転写手段
６２　イエロー（Ｙ）トナー、現像剤用転写手段
６３　マゼンタ（Ｍ）トナー、現像剤用転写手段
６４　シアン（Ｃ）トナー、現像剤用転写手段
６５　透明トナー、現像剤用転写手段
７０　転写ベルト
８０　定着ユニット
９０　記録媒体反転手段
（図７について）
１ａ，１ｂ　電極
２　フッ素樹脂製容器
３　キャリア
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１２７】
【特許文献１】特開平４－２７８９６７号公報
【特許文献２】特開平４－３６２９６０号公報
【特許文献３】特開平９－２００５５１号公報
【特許文献４】特開平５－１５８３６４号公報
【特許文献５】特開平８－２２０８２１号公報
【特許文献６】特開２００９－１０９９２６号公報
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【特許文献７】特開平４－３３８９８４号公報

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図６】

【図７】

【図１】
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